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2 0 2 2 年 1 2 月 

在チリ日本大使館経済班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2022年 11月 ） 

 

 

１．経 済 指 標  

 

（１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） － 前 年 同 月 比

▲1.2％－  
10 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 ▲ 1.2 ％ ， （ 季 節

調 整 済 前 月 比 は 0.5 ％ ） と な っ た 。 営 業 日 数 は 昨

年 より1 日 少 な か った 。鉱 業 は 前 年 同 月 比 1.7％ ，

鉱 業 以 外 の業 種 は同 ▲1.8％だった。季 節 調 整 済

前 月 比 で は 鉱 業 は 6.4 ％ ， 非 鉱 業 部 門 は ▲ 0.4 ％

となった。 

中 銀 アンケート（12月 ）による11月 のIMACEC見 通 しは前 年 同 期 比 ▲2.0％（中 央 値 ）と

なっている。 

 

（２） 消 費 －悪 化 している－  
①  10月 の商 業 活 動 指 数 （実 質 ，INE公 表 ） は，

前 年 同 月 比 ▲ 11.4 ％ ， 同 指 数 の 小 売 業 （ 除 く

車 ）は同 ▲13 .5％となった。 

②  10 月 の ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ 販 売 額 （ 実 質 ， INE 公

表 ）は，前 年 同 月 比 ▲11.0％となった。 

③  10月 のｻﾝﾃｨｱｺ ﾞ首 都 圏 商 業 販 売 額 （チリ商

工 会 議 所 公 表 ，既 存 店 ， 暫 定 値 ） は ， 前 年 同

月 比 ▲18 .6％となった。 

④  11月 の消 費 者 経 済 認 識 指 数 （IPEC，Gfk  Ad ima rk公 表 ）は24 .3  (前 月 差 ▲2.0 )，個 人

の景 気 認 識 （現 状 ）は26 .4（同 0.5）と，引 き続 き50（中 立 点 ）を下 回 っている。 

⑤  11月 の新 車 販 売 台 数 は31,708台 （前 年 同 月 比 ▲18.7％）となった。 

＜概 要 ＞景 気 は、悪 化 している。  

● 消 費 は悪 化 している。 

● 生 産 は、工 業 は減 少 、鉱 業 は増 加 。企 業 マインドは良 化 している。 

● 雇 用 は足 踏 み状 態 にあり、失 業 率 は未 だ高 い水 準 にある。 

● 物 価 は大 きく上 昇 している。 

● 貿 易 は黒 字 となっている。 

● 銅 価 格 は上 昇 ，為 替 はペソ高 傾 向 ，株 価 は上 昇 で推 移 している。 

先 行 き については 、コ ロナ ウイルスの感 染 状 況 とそ の対 策 、 新 憲 法 制 定 議 論 、 財 政 ・ 年 金 ・

税 制 等 国 内 政 治 動 向 及 びウクライナ情 勢 を含 む世 界 経 済 情 勢 に留 意 する必 要 がある。 
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（３） 鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 工 業 は 減 少 、 鉱

業 は増 加 －  
10 月 の 工 業 生 産 指 数 は ， 前 年 同 月 比 ▲

5.6 ％ と な っ た 。 セ ク タ ー 別 で は 石 油 は 精 製 品

が 増 加 （ 寄 与 度 0.1 ％ ） ，飲 料 ・ ア ル コール が 減

少 （同 ▲1.9％）に寄 与 した。 

10 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比

0.71％，銅 生 産 量 は同 2.2％となった。 

10月 の電 力 指 数 は前 年 同 月 比 1.9％となった。 

 

 

 

 

（４） 企 業 の業 況 判 断 －良 化 －  
11月 のIMCE（企 業 業 況 判 断 指 数 ）は41 .05ポイ

ント で ，前 月 差 2.09 ポ イ ント とな り ，9 ヶ 月 連 続 で 中

立 点 を 下 回 った 。 内 訳 を 見 る と， 商 業 が 40.29 （ 同

1.02ポイント），鉱 業 が65 .13（同 13 . 83ポイント），製

造 業 は 38 .00 （ 同 ▲ 1.88ポ イ ント ） ，建 設 業 が 23 .64

（同 ▲0.43ポイント）となった。 

 

 

（５） 雇 用 －失 業 率 は未 だ高 い水 準 にある－  
8 ～ 10 月 期 の 失 業 率 は 8.0 ％ （ 前 年 同 期 差 ▲

0.1 ％ ） と ， 高 い 水 準 に あ る 。 労 働 力 人 口 は

437 , 737人 増 加 （前 年 同 期 比 4.8％），就 業 者 数 は

412 , 812 人 増 加 （ 同 4. 9 ％ ） し ， 失 業 者 数 は 24 ,925

人 増 加 （ 同 3.4 ％ ） して い る。就 業 者 数 を 職 業 別 に

み ると，鉱 業 が 前 年 同 期 比 寄 与 度 0.7％ 、建 設 が

同 ▲0.16％と減 少 に寄 与 している。 

10 月 の 賃 金 （ 速 報 値 ） は ， 名 目 は 前 年 同 月 比

10 .9％，実 質 は同 ▲1.7％となった。 
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（６） 物 価 －大 きく上 昇 している－  
11 月 の 消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ） は ， 前 月 比

は1.0％ ，前 年 同 月 比 は13.3 ％となった 。品 目 別

に前 年 同 月 比 の 動 きをみると貿 易 財 （ 16 .3 ％），

燃 料 （ 21 .4 ％ ） が 上 昇 し た 。 な お ， 生 鮮 ・ 燃 料 を

除 く 指 数 は ， 前 月 比 0.7 ％ ，前 年 同 月 比 9.5 ％ で

あった。 

中 銀 ア ン ケ ー ト (12 月 ) に よ る イ ン フ レ 期 待 は 1

年 後 ： 5.3 ％ （ 前 月 5.8 ％ ） ， 2 年 後 ： 3.5 ％ （ 前 月

3.5％）となっている。 

10 月 の 生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ） は ， 前 月 比 2 .1 ％ ，前 年 同 月 比 は 13.7 ％ とな った 。製 造

業 （前 年 同 月 比 24 .7％）などが上 昇 した。 

 

（７） 貿 易 －黒 字 となっている－  
①  11 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は 78 . 1 億 ド ル （ 前 年 同

月 比 ▲ 8.4 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を 見 る と ， 鉱 業 品

46 .5億 ドル（同 ▲14.0％）（全 体 の59.6％），農 林

水 産 品 2.2億 ドル（同 ▲11 .2％）（全 体 の2.8％），

製 造 業 品 29.3 億 ドル （ 同 2.6 ％ ） （ 全 体 の 37 .6 ％ ）

と な っ た 。 鉱 業 品 の う ち 銅 は 36.2 億 ド ル （ 同 ▲

27 .9 ％ ） （ 鉱 業 品 輸 出 額 全 体 の 77.7 ％ ） と な っ

た。 

②  11月 の輸 入 額 （FOB）は75 . 3億 ドル（前 年 同 月

比 ▲2.1％）となった。内 訳 （CIF）は，消 費 財 21.1億 ドル（同 ▲21 .0％），中 間 財 44 .6億 ドル

（同 9.1％），資 本 財 16 .3億 ドル（同 ▲8.7％）となった。 

③  11月 の貿 易 収 支 （FOB）は2.9億 ドルの黒 字 となった。 

 

（８） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （FOB）：10月 の貿 易 額 は，輸 出 額 6.9億 ドル（前 年 同 月 比 13 .5％），輸 入 額

2.3億 ドル（同 ▲12.1％），貿 易 総 額 では9.6億 ドル（同 5.8％）となった。 

②  対 中 貿 易 （ FOB）： 10 月 の 貿 易 額 は ，輸 出 額 30 .2 億 ドル（ 前 年 同 月 比 ▲ 5.2％），輸 入

額 16.3億 ドル（同 ▲35 .3％），貿 易 総 額 では46 .6億 ドル（同 ▲18 .5％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （FOB）：10月 の貿 易 額 は，輸 出 額 3.9億 ドル（前 年 同 月 比 12 .2％），輸 入 額

1.2億 ドル（同 ▲27.0％），貿 易 総 額 では5.1億 ドル（同 ▲0.6％）となった。 
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２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －上 昇 －  
11月 の国 際 銅 価 格 は1ポンド3 .49ドル（2日 ）

で 始 ま っ た 。 月 末 に は 3 . 7 1 ド ル （ 3 0 日 ） と 前 月

末 比 5.5％で終 了 した。 

11 月 の 銅 在 庫 は ， 203 , 275 ㌧ （ 1 日 ） で 始 ま

り，月 末 には193 , 376㌧（30日 ）と前 月 末 より減

少 した。 

 

 

 

 

（２） 為 替 －ペソ高 傾 向 －  
11月 の為 替 は，1ドル941ペソ（2日 ）で始 まっ

た 。 そ の 後 中 旬 に か け 一 時 上 昇 （ ペ ソ 下 落 ）

し、947ペソを記 録 した後 、下 落 に転 じ、月 末 は

8 9 3 ペ ソ （ 3 0 日 ） と 前 月 末 差 ▲ 5 0 ペ ソ で 終 了 し

た。 

 

 

 

（３） 株 価 －上 昇 －  
11 月 の IPSA 値 （ サ ン テ ィ ア ゴ 主 要 株 式 指 数 ）

は5195ポイ ント（2 日 ） で始 まった。月 末 には 5283

ポイント（30日 ）と，前 月 末 比 1.7％で終 了 した。 
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３．経 済 トピックス(報 道 等 情 報 ) 

（１） COP27 において、BOGA への参 加 発 表 ：エネルギー省 プレスリリース 

1 1 月 1 6 日 、 エ ネ ル ギ ー 省 は 、 C O P 2 7 に 参 加 し て い る パ ル ド ウ ・ エ ネ ル ギ ー 大 臣 が 、 石

油 ・ガス生 産 の段 階 的 な廃 止 を可 能 にする行 動 をメンバーに促 すBOGA（Beyond  O i l  &  

Gas）に参 加 することを発 表 した。 

COP27において、パルドウ・エネルギー大 臣 が一 連 の活 動 を行 い、エネルギーマトリック

スの脱 炭 素 化 という目 標 に向 けたチリの進 捗 状 況 等 を各 イベントで発 表 した。 

「パ」大 臣 は、ベルギ ー、ドイ ツ、スペイ ンの各 担 当 大 臣 との二 国 間 会 議 で意 見 交 換 を

行 った。次 に、「パ」大 臣 は、ロハス環 境 大 臣 とともに、石 油 ・ガス生 産 の段 階 的 な廃 止 を

可 能 にする行 動 をメンバーに促 すBOGAのイベントにも参 加 し、エネルギー省 が「Fr iend  o

f  B OG A」としてこのア ライ ア ンスに 加 入 する ことを 発 表 。そ の後 、 「ラテ ンア メリ カに お け る

公 正 なエネルギー移 行 への挑 戦 と機 会 」のイベントに参 加 し、公 正 な移 行 を確 保 するため

の主 な課 題 と、地 域 社 会 のための環 境 と地 域 の正 義 を推 進 する脱 炭 素 化 の機 会 につい

て議 論 が行 われた。 

「パ」大 臣 は、途 上 国 と日 本 が温 室 効 果 ガス削 減 のためのプロジェクトで協 力 する二 国

間 協 力 の一 例 であ るJCM（二 国 間 クレジッ ト 制 度 ）パート ナー国 の第 8回 ハイ レベ ル会 合

に参 加 した。日 本 館 で行 われた会 議 には、西 村 環 境 大 臣 が出 席 した。 

 

（２） COP27と鉱 業 ：報 道  

11月 17日 当 地 ディアリオフィナンシエロ電 子 版 は、COP27と鉱 業 の関 係 について報 じた。 

COP27が開 催 されているが、チリでは、アングロ・アメリカン、BHP 、コジャワシ、コデルコ

などの鉱 山 会 社 が、地 球 温 暖 化 防 止 に 貢 献 するた めに 事 業 の改 革 に 取 り 組 んで い る。

エネルギー転 換 の鍵 となる銅 を生 産 する場 合 、グリーンなトレーサビリティが不 可 欠 である。

各 社 は 、 海 水 淡 水 化 への 投 資 、 再 生 可 能 エネ ル ギ ー の 選 択 、 タ イ ヤ など のリ サ イ ク ル 、

電 動 化 エレクトロモビリティへの移 行 加 速 、生 物 多 様 性 の保 全 などを行 っている。各 社 の

取 組 状 況 は以 下 のとおり。 

＜アングロ・アメリカン社 ＞ 

（１）気 候 変 動 に 対 処 するための野 心 的 な新 しい 行 動 計 画 を 実 行 しており、事 業 運 営 方

法 の根 本 的 な変 革 が含 まれる。 

（２）ロスブロンセス鉱 山 では、2030年 までに真 水 の使 用 を 停 止 し、2040年 までに全 世 界

の事 業 所 でカーボンニュートラルを達 成 するとしており、水 については、2015年 から真 水 の

取 水 量 を45％削 減 し、使 用 した水 の90％を再 利 用 している。 

（３）排 出 ガスは、100％電 気 バスで労 働 者 を輸 送 している。2021年 からは、電 力 の100％

を再 生 可 能 エネルギーで賄 い、温 室 効 果 ガスを70％削 減 。 

（４ ）グ リ ーン水 素 プロジェクト の開 発 も実 施 。昨 年 建 設 した 水 素 プラント でチ リ 初 のゼロ・

エミッション車 用 水 素 分 子 を製 造 し、最 近 南 アで世 界 初 の水 素 鉱 山 トラックを発 売 したが、

中 期 的 にはチリにも導 入 を検 討 中 。 

（５）生 物 多 様 性 は、8 ,400ha以 上 の鉱 区 の生 産 利 用 を放 棄 し、首 都 圏 の公 園 造 成 のた

めに国 に提 供 。野 生 生 物 保 護 協 会 と戦 略 的 提 携 を結 び、保 護 区 の環 境 管 理 を実 施 。  

＜BHP社 ＞ 

（１）気 候 変 動 にいち早 く取 り 組 んだ鉱 業 会 社 の一 つ。再 生 可 能 エネルギーにおいて、化
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石 燃 料 ベースの契 約 からクリーンエネルギー契 約 へと移 行 し、マイルストーンを打 ち立 てた。

2019年 には7 . 8億 米 ドルを支 払 って化 石 燃 料 の契 約 を 早 期 終 了 し、2020年 にはCo lb u n

社 と En e l 社 と 再 生 可 能 エネ ルギ ー 、 太 陽 光 、 風 力 エネ ルギ ー の 供 給 に 関 す る 契 約 を 締

結 。既 に 契 約 は成 立 しており 、2022年 からは年 間 300万 ト ンのCO2を 実 質 的 に 代 替 する

ことができる。現 在 、エスコンディダ鉱 山 とスペンス鉱 山 は、全 てクリーンエネルギーで供 給

している。 

（２ ） 水 管 理 は 、 過 去 15 年 間 に 海 水 淡 水 化 設 備 に 4 0 億 米 ド ル を 投 資 し 、 水 回 収 と 効 率

化 プロセスの改 善 により水 の消 費 量 を大 幅 に削 減 。エスコンディダ鉱 山 は、アンデスの高

地 帯 水 層 からの採 水 を 止 め、現 在 は海 水 淡 水 化 した 水 だ け で操 業 してい る。また 、スペ

ンス鉱 山 の濃 縮 装 置 には、港 から海 水 淡 水 化 した水 を供 給 している。 

（３ ） 非 従 来 型 の 尾 鉱 、グ リ ー ン 水 素 技 術 、 事 業 所 でのト ロリ ーシ ステ ム 導 入 な ど 、 気 候

変 動 に対 処 し、影 響 を緩 和 するための新 技 術 を研 究 し、新 しいプロジェクトを設 計 中 。 

＜コジャワシ社 ＞ 

（１ ）水 資 源 では、海 水 淡 水 化 プラントに よる水 源 の補 完 を 考 えてい る。CO2排 出 量 を 削

減 するため、2040年 までにカーボンニュートラルを達 成 することを視 野 に入 れ、エネルギー

を益 々効 率 的 に 使 用 し、可 能 な限 り 環 境 に 配 慮 したマトリックスを 持 つというロードマップ

を策 定 。 

（２）100％再 生 可 能 エネルギーによる電 力 供 給 を 実 現 しており、コジャワシ鉱 山 で消 費 さ

れる全 エネルギーの42％となっている。過 去 5年 間 で、銅 生 産 量 1トンあたりのCO2排 出 量

を46％削 減 。 

（３）グレンコア、アング ロ・アメリカン、ジャパン・コジャワシ・リソーシズがパートナーとなって

おり、チリで初 めてCO2排 出 量 を検 証 した鉱 山 会 社 として認 定 されてから、今 年 で10年 。 

（４）サプライヤーに対 しては、提 供 するサービスや製 品 のCO2排 出 量 を削 減 するよう働 き

かけており、2021年 には、3年 間 で35億 米 ドルを超 える入 札 ・購 買 プロセスに循 環 型 社 会

の基 準 を 取 り 入 れ、この変 数 に 入 札 の重 み付 けを 20％与 え、排 出 量 と廃 棄 物 の削 減 を

目 指 しているサプライヤー、資 源 の最 適 利 用 を行 うサプライヤー、タラパカで事 業 を行 うサ

プライヤーに利 益 をもたらす予 定 。 

（５）2022年 には、鉱 山 用 タイヤをリサイクルするプロジェクトを開 始 し、現 在 まで120トンを

超 えている。更 に、全 ての施 設 で使 い捨 てペットボトルを排 除 し、再 利 用 可 能 な容 器 に置

き換 えることで、年 間 140万 本 の1.5リットル使 い捨 てボトルを使 わないことになる。 

（６）社 会 的 投 資 として、気 候 変 動 に直 面 する地 域 社 会 の回 復 力 を強 化 するための方 法

として、循 環 型 経 済 やエネルギー効 率 の促 進 も行 っている。2030年 の目 標 は、コミュ ニテ

ィプロジェクトの50％をこの方 向 に持 っていく予 定 。 

＜チリ銅 公 社 ＞ 

（１）設 備 のエレクトロモビリティ化 に取 り組 み、水 使 用 に関 しては、3鉱 山 に供 給 する海 水

淡 水 化 プラントの建 設 を承 認 。当 初 の予 定 では、2025年 最 終 四 半 期 に稼 働 し、10億 米

ドルを投 資 する予 定 。 

（２）もう一 つのマイルストーンは、鉱 滓 ダムの内 陸 水 の使 用 を減 らすために、2032年 に貯

水 池 を追 加 予 定 。 

 

（３） チリとカナダが投 資 条 約 の実 務 に関 する共 同 声 明 に署 名 ：外 務 省 プレスリリース 
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11月 17日 、外 務 省 は、APECにおいて、ウレホラ外 務 大 臣 とイン・カナダ国 際 貿 易 大 臣

が、投 資 条 約 の実 務 に関 する共 同 声 明 に署 名 した旨 プレスリリースを発 出 した。 

APECにおいて、ウレホラ外 務 大 臣 とイン・カナダ国 際 貿 易 大 臣 は、投 資 条 約 の実 務 に

関 する共 同 声 明 に署 名 した。 

共 同 声 明 は、CPTPPやチリ・カナダ自 由 貿 易 協 定 の見 直 しや実 施 の一 環 として、投 資

保 護 や投 資 家 対 国 家 の紛 争 解 決 （ISDS）を含 む国 際 投 資 協 定 の発 展 的 実 務 に関 連 す

る問 題 について協 力 する意 向 を表 明 している。 

 「ウ」大 臣 は、我 々がやっていることは、国 際 的 な議 論 を進 めることであり、それは我 々

が当 初 から提 案 していることであり、CPTPPであろうと、自 由 貿 易 協 定 、この場 合 はカナダ

との協 定 であろうと、一 般 的 には国 家 と企 業 間 の紛 争 解 決 メカニズムに関 係 していると説

明 した。 

署 名 は、ボリッチ大 統 領 とトルドー加 首 相 との二 国 間 会 合 の後 に行 われた。「ボ」大 統

領 は、両 国 は、世 界 で議 論 されている紛 争 解 決 メカニズムの改 善 に 向 け、同 じ関 心 を 持

っていると強 調 した。 

その後 、「ウ」大 臣 は、「ボ」大 統 領 に同 行 して岸 田 首 相 と会 談 し、二 国 間 及 び多 国 間

の問 題 について協 議 した。 

その他 、「ウ」大 臣 は、アウマダ国 際 経 済 関 係 次 官 とともに、オコナーNZ貿 易 大 臣 と会

合 を行 い、デジタル経 済 連 携 協 定 （DEPA）や持 続 可 能 な経 済 開 発 について議 論 した。11

月 17日 当 地 紙 エルメ ルクリ オ は、上 院 鉱 業 委 員 会 での鉱 業 ロ イ ヤルテ ィ法 案 審 議 が再

開 され、鉱 業 界 とチリ政 府 の意 見 に違 いがある旨 報 じた。 

 

（４） SQM 社 、9 月 までの利 益 10 倍 、リチウム需 要 40％増 を予 測 ：報 道  

11月 17日 当 地 ディアリオフィナンシエロ電 子 版 は、SQM社 が2022年 9月 までの利 益 が1

0倍 、リチウム需 要 40％増 を予 測 する旨 報 じた。 

SQM社 は、16日 の取 締 役 会 において、今 年 1～9月 の利 益 が27億 5 ,530万 米 ドルとなり、

2021年 比 の10倍 に 達 し、売 上 高 は75億 5 , 70 0万 米 ドルで、前 年 比 326％増 となった と発

表 した。 

ラモ ス同 社 G Mは、リ チウム 価 格 の上 昇 が続 く中 、第 3四 半 期 の販 売 量 は過 去 最 高 で

あった、これにより36億 米 ドルをチリ財 政 に 貢 献 した、その中 には、CORFOとの官 民 提 携

の成 功 に関 連 した23億 米 ドル以 上 が含 まれているもと述 べた。 

また、リチウムの需 要 は、2021年 より40％以 上 伸 びると予 測 しており、新 規 プロジェクト

への投 資 を継 続 すると述 べ、チリにおける水 酸 化 リチウムの生 産 能 力 を4万 トンから10万

トンに拡 張 するための最 初 のステップを 承 認 したことを明 らかにした。また、この拡 張 工 事

には、新 たに3億 5千 万 米 ドルの追 加 投 資 が必 要 で、2025年 までにフル稼 働 させる予 定 で

あり、プロジェクトにより、将 来 の市 場 ニーズに柔 軟 に対 応 し、アタカマ砂 漠 の事 業 価 値 を

高 め続 けることができると述 べた。 

最 後 に、Sa la r  Fu tu roプロジェクトに15億 米 ドル以 上 を投 資 することを強 調 し、これによ

り、ここチリで、世 界 で最 も持 続 可 能 な鉱 山 事 業 を行 うことができるようになると述 べた。 

 

（５） アルカパロサ鉱 山 での陥 没 穴 の埋 め立 て計 画 ：報 道  

 11月 17日 当 地 ディアリオフィナンシエロ電 子 版 は、ティエラ・アマリージャ市 でのアルカパ
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ロサ鉱 山 での陥 没 穴 につい て、L und i n社 （加 ）子 会 社 が 埋 め立 てを 計 画 してい る旨 報 じ

た 

 Lund i n社 （加 ）幹 部 が、同 社 所 有 するア ルカパロサ鉱 山 の近 くにある陥 没 穴 につい て、

同 社 が開 始 した大 規 模 な計 画 で埋 められ、浸 透 した水 を鉱 床 の奥 深 くに送 り込 むと述 べ

た。2022年 7月 下 旬 、 アタカマ州 ティエラ・ア マリ ージ ャ市 に 現 れた 直 径 36メート ルの巨 大

な穴 は、世 間 の注 目 を集 め、関 係 当 局 が同 社 のオホス・デル・サラド鉱 山 会 社 （Lund in社

が80％、住 友 金 属 鉱 山 と住 友 商 事 が20%を所 有 ）に責 任 がある可 能 性 を指 摘 していた。 

 サンチ ェス・同 鉱 山 会 社 社 長 は、この 現 象 の原 因 を 突 き 止 め るた めの研 究 は、 既 に 決

定 的 な段 階 にあり、技 術 機 関 は既 に結 論 を出 すための全 ての情 報 を受 け 取 ってい る。し

かし、結 果 はどうあれ、陥 没 穴 は鉱 山 の土 地 であり、その影 響 に対 処 するた めのプロジ ェ

クトを立 ち上 げたと述 べたところ、主 な概 要 は以 下 のとおり。 

（１）陥 没 穴 は、河 床 と同 じ性 質 の材 料 で埋 める計 画 で、現 在 、プレフィジビリティ・エンジ

ニアリングを入 札 中 であり、必 要 とされる資 材 の数 量 について明 言 を避 け、最 も影 響 の大

きいサイトの一 部 封 鎖 を完 了 する予 定 で、当 初 は毎 秒 300～330リットルの水 が坑 内 に漏

れていたが、封 鎖 作 業 により現 在 は10～30リットル程 度 に減 っていると説 明 。 

（２）帯 水 層 のレベルの回 復 に前 向 きな傾 向 が見 られるので、この解 決 策 を前 向 きに捉 え

ることができ、一 部 の関 係 当 局 が指 摘 したような取 り返 しのつかない損 害 には直 面 してい

ないことを 示 すことができる。プログラムの総 費 用 の見 積 もりは、明 言 を避 け 、10月 までに

約 1,000万 米 ドルを投 資 してきたと説 明 。 

（３ ）計 画 は、貯 水 池 の下 層 に 残 ってい る130万 立 方 メートルの浸 出 水 を 、この地 域 の他

の工 業 消 費 者 に 送 り 、その代 わりに 帯 水 層 からの採 取 を 止 めさせようとするものである。

物 理 的 にも化 学 的 にも、工 業 用 水 として使 用 でき、結 果 、帯 水 層 を利 用 する他 の企 業 と

一 緒 になって、一 種 の交 換 をすることができたと説 明 。 

（４）水 の排 出 が終 わり、安 全 が確 認 されれば、1年 半 以 内 に鉱 山 は、再 び完 全 に操 業 で

きるだろうと推 測 。また、これまで同 社 が雇 用 の安 定 を確 保 するための計 画 を120日 間 延

長 し、その他 の社 会 環 境 対 策 も含 める予 定 である。2023年 に策 定 している6つのアクショ

ンで、陥 没 による影 響 をケアできる強 固 な計 画 になっている。 

 

（６） COP27：地 球 規 模 の 氷 河 融 解 を 食 い 止 め るた めの 国 際 グ ルー プ発 足 を 発 表 ： 環

境 省 報 道 発 表  

11月 16日 、環 境 省 は、COP 27のチリ ・パビリオ ンに お い てチリ と アイ スランドが主 導 し 、

地 球 規 模 の氷 河 融 解 を食 い止 めるための国 際 グループを発 足 した旨 報 道 発 表 した。 

地 球 の 気 温 上 昇 に 伴 う 氷 河 の 減 少 の 加 速 は、 海 面 上 昇 の 引 き 金 と なり 、 い くつ か の

沿 岸 国 や島 国 に影 響 を与 えている。このため、チリとアイスランドは、16日 、COP27におい

て、ハイレベルの国 際 グループ「Amb i t i on  on  Me l t i n g  I ce」（通 称 「雪 氷 圏 の友 」）を発 足

させることとした。 

COP のチ リ・パビリオ ンで行 われた セレモ ニ ーで、チリ 、アイ スランド、ペ ルー、サモア 、セ

ネガル、ネパール、バヌアツ、フィンランド、モナコ、スイス、ノルウェー、タンザニア、チェコの

創 設 メンバーからなるグループの発 足 を発 表 した。南 極 、北 極 、山 岳 氷 河 の気 候 変 動 の

影 響 に よる氷 の融 解 や水 資 源 の喪 失 を 抑 制 するた めの政 策 を 、科 学 を 通 じて実 現 す る

ことを目 的 としている。 
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 ロハス環 境 大 臣 は、「海 面 上 昇 、淡 水 資 源 の減 少 、永 久 凍 土 からのCO2放 出 、漁 業 へ

の影 響 、山 岳 生 態 系 の劣 化 など、地 球 規 模 の影 響 を及 ぼす氷 河 圏 の地 域 で、取 り 返 し

のつかない事 態 を引 き起 こさないための確 実 な方 法 だと考 えている。」と述 べた。 

「雪 氷 圏 の 友 」は、 地 球 温 暖 化 が 雪 氷 圏 に 及 ぼす 深 刻 な 影 響 と、パリ 協 定 の 目 標 で

ある1.5℃以 上 の平 均 気 温 上 昇 を回 避 するためには、気 候 変 動 対 策 への意 欲 を高 めるこ

とが緊 急 であるという科 学 的 根 拠 を広 め、知 識 の普 及 を促 進 することを目 指 している。 

 

（７） 木 材 の輸 出 額 の増 加 ：報 道  

 １１月 ２１日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」は、木 材 の輸 出 額 の増 加 を報 じた。 

 チリ森 林 研 究 所 （INFOR）のデータによると、今 年 10月 の林 業 輸 出 額 は、前 年 同 月 比 1.

4％減 の4億 9500万 米 ドルだったが、今 年 １～10月 の輸 出 額 は57億 1300万 米 ドルに達 し、

前 年 同 期 比 19 .5％増 に相 当 する金 額 となった。 

 バレンズ エラ農 業 大 臣 は、今 年 の最 後 の ２ヶ 月 間 に 、今 年 の こ れまでの平 均 価 格 と 数

量 を 維 持 すれば、 年 間 輸 出 額 は7 0億 米 ド ルの大 台 に 乗 るだ ろ うと指 摘 した 。これま での

年 間 輸 出 額 の 最 高 記 録 は、 2018 年 の68 億 3 800 万 米 ドル であ り 、今 年 の 輸 出 額 は 、 過

去 最 高 を更 新 する可 能 性 がある。 

 同 大 臣 は、国 レベルでは、輸 出 可 能 な林 産 物 の供 給 が短 期 的 に減 少 することはなさそ

うだ と 述 べた 一 方 、コ ロナ 禍 に よ る 混 乱 の 後 、まだ 完 全 に 戻 っ てい ない 海 上 輸 送 の 需 要

や利 用 可 能 性 に加 え、石 油 や天 然 ガスの貿 易 制 限 がある中 、これから北 半 球 に冬 が到

来 するた め、これまでの経 済 活 動 の水 準 の維 持 に 大 きな不 確 実 性 が存 在 してい ること、

さらに、ロシアとウクライナの戦 争 により、エネルギーや食 料 などの価 格 が高 騰 し、パンデミ

ックによって引 き 起 こされたインフレがまだ 収 束 してい ないことに起 因 する不 安 定 さを 指 摘

した。 

 木 材 の主 な輸 出 先 は、中 国 が約 28％、米 国 が約 26％であり、合 わせて55％近 いシェア

を占 めている。INFORのガシトゥア事 務 局 長 は、この10月 にチリの木 材 の輸 入 を最 も増 加

させた国 は、日 本 、韓 国 、ペルーであり、それぞれ100 . 4 %、57 . 6 %、15 . 5 %の増 加 であったと

説 明 する。 

 同 事 務 局 長 は、 中 国 へ の 輸 出 はパル プ が中 心 で、 米 国 へ の 輸 出 は 木 材 加 工 品 が 中

心 であるとし、スト ライ キに よる世 界 のパルプ供 給 量 の激 減 、ロシアとウクライナ の戦 争 に

よるパルプ材 チップの供 給 問 題 等 の事 情 を背 景 に、これらの国 々の需 要 増 と他 の輸 出 国

の供 給 減 の両 方 の要 因 により、チリは今 年 度 の輸 出 を伸 ばしていると述 べている。 

 なお、INFORによると、今 年 は主 要 輸 出 品 がプラス傾 向 にあり、モールディング部 材 は4

2 . 4%、ラジアータパイ ン合 板 は33 . 6%、ラジ アータパイン生 パルプは28%、製 材 は24 . 4%それ

ぞれ増 加 したとしている。 

 

（８） 中 国 のデジタル経 済 連 携 協 定 加 盟 に向 けた中 国 貿 易 次 官 との会 談 ：外 務 省 プレ

スリリース 

11月 1 8日 、チ リ 外 務 省 は、ア ウ マダ 外 務 省 国 際 経 済 担 当 次 官 と 星 、 NZの 貿 易 副 大

臣 が中 国 貿 易 次 官 と デジ タル経 済 連 携 協 定 (D EP A )に つ い て会 談 した 旨 のプレスリ リ ー

スを発 出 した。 

 1 8日 、ア ウ マダ 外 務 省 国 際 経 済 担 当 次 官 は、星 、NZの 貿 易 副 大 臣 と ともに 、中 国 貿
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易 次 官 と会 談 し、中 国 のDEPAへの加 盟 の進 捗 状 況 を確 認 した。今 回 の会 合 では、2021

年 8月 に中 国 の加 盟 に向 けた正 式 な技 術 的 加 盟 作 業 部 会 （AWG）が設 置 されたことを受

け、プロセスの進 捗 状 況 について協 議 された。 

 中 国 貿 易 次 官 は、プロセスのリーダーとして、2022年 12月 に中 国 のAWGの初 会 合 を開

催 す るこ とを 期 待 して い る、 中 国 は 我 々 の 主 要 な 貿 易 相 手 国 で あ るた め 、チ リ が 中 国 の

加 盟 プロセスをリードすることは重 要 であり、近 いうちに加 盟 を実 現 させたいと述 べた。 

 現 在 、4回 の技 術 会 議 と2回 の首 席 交 渉 官 レベルの会 議 が開 催 され、中 国 は協 力 プロ

ジェクトや関 心 分 野 を発 表 している。 

 

（９） インドネシアとの包 括 的 経 済 連 携 協 定 の追 加 議 定 書 締 結 ：外 務 省 プレスリリース 

 11月 21日 、チリ外 務 省 は、インドネシアとの包 括 経 済 連 携 協 定 （CEPA）の追 加 議 定 書

を締 結 した旨 のプレスリリースを発 出 した。 

 18日 、アウマダ外 務 省 国 際 経 済 担 当 次 官 とイ ンドネシア貿 易 大 臣 が、サービス貿 易 に

関 する包 括 的 経 済 連 携 協 定 （CEPA）の追 加 議 定 書 の調 印 式 に参 加 した。追 加 議 定 書

の協 議 は、2021年 11月 に始 まり、2022年 10月 20日 に終 了 した4回 のバーチャル、ハイブリ

ッド、対 面 ラウンドを経 て、1年 足 らずで交 渉 が行 われた。 

 ポジティブリスト方 式 で、追 加 議 定 書 はサービス貿 易 に関 する従 来 の規 定 を含 み、市 場

アクセス、内 国 民 待 遇 、国 内 規 制 、承 認 に 関 する規 律 の自 由 化 を 強 調 する。追 加 議 定

書 に は 、 締 約 国 間 の 協 力 に 関 す る 条 文 も あ り 、貿 易 促 進 のた めの 行 動 （ 章 の 範 囲 外 も

含 む）の強 化 や、能 力 向 上 と部 門 の柔 軟 性 を高 めるための共 同 プログラムの開 発 などが

盛 り込 まれている。また、本 件 交 渉 において、ビジネスマンの移 動 についての章 も設 けられ、

チリとインドネシア当 局 が両 国 ビジネスマンの入 国 と一 時 滞 在 に関 する要 件 と手 続 きを確

保 できる可 能 性 を保 証 している。 

 ア ウ マダ 次 官 は 、交 渉 の 成 果 は、サー ビ ス貿 易 の 流 れの 増 大 だ け でなく、A SEAN の 加

盟 国 であり、世 界 第 4位 の人 口 と東 南 アジア最 大 の経 済 規 模 を誇 るインドネシアとチリの

貿 易 強 化 を意 味 する、また、建 築 、エンジニアリング、建 設 、観 光 サービス、環 境 サービス、

物 流 ・流 通 、通 信 、教 育 、輸 送 、文 化 サービスなど、専 門 サービスに関 するあらゆる分 野

が自 由 化 されることになると述 べた。 

 チリでは、専 門 サービス、情 報 技 術 、研 究 開 発 、その他 のビジネスサービス、リース又 は

レンタルサービス、通 信 、電 気 通 信 、 建 設 ・エンジ ニアリ ング 、流 通 、教 育 、 環 境 、観 光 、

レクリエーション、文 化 ・スポーツ、輸 送 などの分 野 の自 由 化 が約 束 される。 

 インドネシアでは、法 律 、建 築 、エンジニアリング、医 療 、歯 科 サービス、コンピュータサー

ビス、研 究 開 発 、リ ース又 はレンタル、その他 のビジネスサービス（プロジェクト 管 理 コンサ

ルテ ィング 、 技 術 試 験 及 び 分 析 、 製 造 、 建 設 、 通 信 、 視 聴 覚 、 流 通 、 教 育 、 環 境 （ 下 水

サービス、環 境 保 護 など）、観 光 、旅 行 会 社 、文 化 （図 書 館 サービス、演 劇 、オペラなど）、

海 上 ・航 空 ・道 路 輸 送 サービスなどの分 野 の自 由 化 が約 束 される。。 

 我 々は、包 括 的 かつ持 続 的 な方 法 で二 国 間 関 係 を 強 化 した 、先 見 性 と実 効 性 のある

二 国 間 協 定 の調 印 を記 念 し、EUとチリを結 びつける友 好 を祝 う。 

 

（１０） チリの鉱 業 輸 出 の77 . 9％がアジア向 け：報 道  

 11月 23日 当 地 ディアリオフィナンシエロ電 子 版 は、チリ中 央 銀 行 が発 表 した輸 出 データ
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について、鉱 業 部 門 の輸 出 状 況 を報 じた。 

 チリ中 央 銀 行 が発 表 したデータによると、2022年 9月 までのチリの輸 出 は、鉱 業 部 門 が5

8 .8％を占 め、鉱 業 部 門 の輸 出 総 額 は430億 5 ,100万 米 ドルとなり、2021年 同 期 比 （以 下 、

同 比 ）2.9%減 少 。主 な輸 出 先 は、アジアが77.9％、米 国 が7.9％、EUが6.4％、ラ米 が4.2％、

その他 の地 域 が3.6％となった。 

 金 属 鉱 物 の輸 出 量 は、鉱 業 輸 出 量 の83 . 7％を占 めた。このうち銅 は90 . 1％、324億 6 , 7

00万 米 ドルで、同 比 16 . 4％減 少 。銅 の総 輸 出 量 に占 める割 合 は、精 鉱 が50 . 8％、カソー

ドが42 . 2％。主 な輸 出 先 はア ジ ア で、輸 出 額 の78 . 8％を 占 め 、255億 8 , 8 0 0 万 米 ド ル、同

比 9 . 5％減 少 。次 い で、米 国 が27億 8 , 60 0万 米 ドル、同 比 41 . 7％減 少 。主 な国 別 輸 出 先

は、中 国 がシェア55 .5％、次 いで日 本 が9.0％、米 国 が8.6％、韓 国 が7.6％となった。 

 金 の輸 出 額 は、5億 8 , 7 00万 米 ドルで、同 比 3 . 1％減 少 、金 属 鉱 物 輸 出 額 の1 .4％を 占

めた。年 初 より金 の輸 出 は金 属 金 に集 中 し、輸 出 額 は5億 5,800万 米 ドルで94.9％を占 め、

残 りは金 鉱 石 であった。主 な輸 出 先 はスイスが86.1％、米 国 が7.1％のシェアを占 めた。 

 銀 の輸 出 額 は、2億 7 ,100万 米 ドルで、同 比 14 .4％減 少 。金 属 鉱 物 輸 出 額 の0.8％を占

めた。主 な輸 出 品 目 は未 溶 解 非 合 金 銀 で、輸 出 額 は2億 300万 米 ドルで74 . 9％。次 いで、

非 鉄 合 金 の銀 が6,700万 ドルで24 .7%であった。主 な輸 出 先 は、米 国 が67 .2％、スイスが3

2.1％のシェアを占 めた。 

 非 金 属 鉱 物 の輸 出 額 は、70億 2 ,800万 米 ドルで、同 比 433 . 2％増 加 。主 な非 金 属 鉱 物

の輸 出 品 目 は、炭 酸 リチウム、ヨウ 素 、食 塩 などであ る。炭 酸 リ チウムが58億 1 , 6 00万 米

ドルで、同 比 841 . 9％増 加 となり、輸 出 を牽 引 。次 いで、ヨウ素 が7億 8,400万 米 ドルで、同

比 83 . 1％増 加 、食 塩 が1億 1 , 800万 米 ドルで、同 比 25 . 4％増 加 となった。主 な輸 出 先 は、

アジアが82 .9％。EUが8 .0％のシェアを占 めた。炭 酸 リチウムの主 な輸 出 先 は、アジアが全

体 の94 . 2％を占 めた。ヨウ素 は、主 にアジアで37 . 3％とEUで36 . 6％を占 めた。食 塩 は主 に

米 国 が54 .9％、ラ米 が37 .1％を占 めた。 

 

（１１） CODELCOが2023年 に中 国 への精 製 銅 出 荷 減 らす：報 道  

11月 23日 当 地 ディア リオフィナンシエロ電 子 版 は、CODELCO社 が2023年 に中 国 向 け

精 製 銅 出 荷 を削 減 する旨 を報 じた。 

 CODELCO社 （以 下 、同 社 ）は、製 錬 所 の長 引 く操 業 停 止 と中 国 以 外 の地 域 での強 い

需 要 を 受 けて、2023年 は中 国 への精 製 銅 の出 荷 を 削 減 する予 定 であると、匿 名 を 条 件

に関 係 者 は述 べた。しかし、同 社 は中 国 向 け販 売 についてコメントを控 えた。 

 同 関 係 者 は 、 同 社 は、 20 23 年 ま でに 年 間 契 約 顧 客 へ の 出 荷 量 を 、 精 錬 金 属 の 生 産

量 の減 少 に伴 い、約 10％削 減 する、しかし、同 社 は歴 史 的 に短 期 取 引 でかなりの量 の金

属 を 販 売 してき た が、2023年 は北 米 とヨ ー ロッ パで銅 の使 用 が 好 調 に なるた め、お そ らく

中 国 へのスポット販 売 は少 なくなるだろうと述 べた。 

  同 社 は、2022年 1月 から9月 にかけて銅 の生 産 量 が10％減 少 するなど、困 難 に直 面 し

てい る。このた め、 世 界 最 大 の 生 産 者 とし ての地 位 が 失 われつ つ あ る。減 少 の 殆 ど は鉱

山 のトラブルによるものだが、2つの製 錬 所 の大 規 模 補 修 工 事 も、銅 精 鉱 の生 産 量 の急

減 に寄 与 している。そのため、同 社 の中 国 向 け年 間 プレミアム140米 ドルに難 色 を示 すバ

イヤーもいる。 

 同 社 のベンタナス製 錬 所 は、100日 間 メンテナンスに入 り、そのため、輸 出 が困 難 なヒ素
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を多 く含 む銅 精 鉱 を大 量 に焙 焼 ・加 工 できるチュキカマタ製 錬 所 の修 理 作 業 計 画 を延 長

した。10月 には、チュキカマタ製 錬 所 のメンテナンスプログラムの影 響 もあり、3ヶ月 ぶり2度

目 の年 間 生 産 目 標 額 の引 き下 げを実 施 した。 

 契 約 交 渉 が進 む中 、同 社 の販 売 縮 小 の決 定 は、2022年 に入 り国 内 製 錬 所 がボトルネ

ックとなり供 給 改 善 を待 っていた中 国 のバイヤーに不 安 を与 える可 能 性 がある。世 界 的 な

鉱 山 供 給 量 の増 加 や不 動 産 セクターの債 務 危 機 が需 要 を 圧 迫 する中 、中 国 の精 銅 市

場 はここ数 ヶ月 、逼 迫 した状 態 が続 いている。 

 ロシア のウ クライ ナ 侵 攻 とそ れに 伴 う 欧 州 メーカ ーの自 立 化 に より 、同 社 の中 国 向 けス

ポット販 売 も2023年 は減 少 しそうである。欧 州 のスポットプレミアムは、ここ数 年 で最 高 水

準 に達 し、米 国 市 場 は2023年 も南 米 産 カソードの主 要 輸 入 国 であると予 想 される。 

 

（１２） トラック運 転 手 による抗 議 活 動 ：報 道  

 11月 21日 より、トラック運 転 手 組 合 が、燃 料 価 格 上 昇 対 策 と道 路 の安 全 確 保 を訴 える

無 期 限 全 国 ストライキを開 始 している旨 当 地 各 紙 は報 道 した。 

 ストライキは、11月 16日 にフエルサ・デル・ノルテ交 通 連 盟 （約 2ヶ月 前 に結 成 されたチリ

北 部 の小 規 模 独 立 系 の運 送 業 者 の団 体 ）が呼 びかけたもので、輸 送 を狙 った強 盗 の増

加 や燃 料 価 格 上 昇 に対 するチリ政 府 の対 応 を迫 るための抗 議 活 動 として、21日 月 曜 か

ら、 北 部 を 中 心 に 各 地 の 主 要 幹 線 道 路 に お い て1 車 線 を 除 い てト ラッ クを 停 車 して 道 路

封 鎖 する 活 動 を 開 始 。緊 急 車 両 、自 家 用 車 、旅 客 輸 送 車 のみ の通 行 を 認 めるとし、 各

地 で渋 滞 を引 き起 こしている。これらの抗 議 活 動 により、物 流 の停 滞 が懸 念 され、輸 出 シ

ーズンが始 まった果 物 や生 鮮 食 品 の出 荷 作 業 への影 響 も懸 念 されている。 

 同 連 盟 の主 張 としては「輸 送 荷 物 やトラックの略 奪 が無 秩 序 に増 加 し、運 転 手 の生 命

と 尊 厳 に 大 き な 危 険 が 及 んで い るほ か、 デ ィ ーゼ ル 価 格 が 上 昇 し 続 け て お り 、 運 賃 に 転

嫁 でき ずに 赤 字 経 営 を続 け なければならず、中 小 の事 業 者 が倒 産 してしまう。貨 物 保 険

の責 任 と費 用 を運 送 業 者 ではなく、貨 物 の主 体 または所 有 者 が負 担 することを可 能 にす

る貨 物 保 険 制 度 を作 るべき。」と訴 えている。 

 他 方 、全 国 組 織 の全 国 トラック所 有 者 連 盟 （CNDC）と貨 物 運 送 業 連 盟 （CNTC）は、ス

トライキに反 対 する声 明 を出 し、「現 在 国 が直 面 している経 済 的 に困 難 な状 況 を考 えると、

ストライキを行 うには不 適 当 な時 期 で、治 安 や燃 料 価 格 上 昇 への対 応 を政 府 に対 して対

話 で求 めるべき。」と述 べた。 

 2 1日 に はCNTCのセルジ オ ・ペ レス会 長 がマルセル財 務 大 臣 と 会 談 し、 燃 料 価 格 安 定

化 システム（MEP CO）により、ディーゼル価 格 の値 上 げを6ヶ月 間 凍 結 （2023予 算 案 で燃

料 安 定 化 補 助 金 上 限 を 15億 ドルに 設 定 ）し、そ の間 に 運 送 業 者 がサービス提 供 者 と価

格 転 嫁 を交 渉 することができるようにするという提 案 を行 った。その結 果 、同 日 夕 方 に CN

TCを はじめト ラッ ク運 転 手 5団 体 は、ディ ー ゼル燃 料 1リ ット ルの価 格 を 3ヶ 月 間 固 定 する

法 案 を作 ることや運 送 事 業 者 のガソリン税 還 付 措 置 の1年 間 の延 長 、北 部 において軍 警

察 に よ る 治 安 対 策 と し て 道 路 管 理 計 画 を 作 成 し 貨 物 輸 送 の 生 産 活 動 に 影 響 を 与 える

犯 罪 を 効 果 的 に 起 訴 できるようにするための法 整 備 を 検 討 することなどを 含 む11項 目 の

内 容 で政 府 と 合 意 に 達 した と発 表 し、抗 議 活 動 を 行 ってい る団 体 に 対 し抗 議 活 動 解 除

を呼 びかけた。 

 上 記 の合 意 事 項 にかかわらず、ストライキを行 っている運 転 手 団 体 は「すべての燃 料 の
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価 値 を直 ちに30％引 き下 げ、6ヶ月 間 維 持 すべき」との新 たな要 求 を出 し、22日 以 降 も道

路 封 鎖 活 動 は継 続 したため、トハ内 務 大 臣 は、通 行 の自 由 が脅 かされ、中 小 生 産 者 等

を中 心 に損 害 が生 じているとし、これらを排 除 するため国 家 保 安 法 の発 動 を発 表 した。マ

ルセル財 務 大 臣 は、新 た な要 求 に 対 し、要 求 に 応 じた 場 合 の 財 政 コストに つい て25億 ド

ル規 模 に膨 らむとし、ペソが10％下 がり、国 際 燃 料 価 格 が1ヶ 月 前 の高 値 水 準 に再 び上

昇 すれば、65億 ドルまで跳 ね上 がり 、ユニ バーサル保 証 年 金 （PG U）の年 間 予 算 額 55億

ドルを上 回 るほど不 適 切 な要 求 であると述 べた。 

 ボ リッ チ 大 統 領 も24 日 に 「当 該 抗 議 活 動 に より 多 くのコミュ ニテ ィの日 常 生 活 が破 壊 さ

れており、これは深 刻 な問 題 だ。国 家 保 安 法 に基 づきこれまでに少 なくとも合 計 27件 の訴

訟 を提 起 している。経 済 が軟 着 陸 しつつあるなかで、これらの活 動 により経 済 の良 い流 れ

を中 断 している場 合 ではない」と批 判 した。 

 ストライキに対 し、生 産 ・商 業 連 盟 （CPC）、全 国 農 業 協 会 （SNA）、果 物 輸 出 協 会 （Aso

ex）、全 国 鉱 業 協 会 （Sonam i）などは、それぞれ物 流 への重 大 な影 響 が出 ているとして強

く非 難 する声 明 を発 表 。SNAによると、トラック運 転 手 のストライキにより週 5億 ドルの損 失

が出 ているという。 

 他 方 で、スト ライ キを 呼 びかけてい る独 立 系 の団 体 は、ト ラック運 転 手 の全 国 団 体 のい

ずれにも属 していない 団 体 であり、交 渉 の窓 口 がまとまっておらず、交 渉 の出 口 が見 通 し

ずらい状 況 となっている。24日 には各 地 のミニバス運 転 手 組 合 も道 路 封 鎖 の抗 議 活 動 に

加 わり 、全 国 で50カ 所 以 上 の 主 要 幹 線 道 路 が 封 鎖 された 状 態 となってい る。そ のような

中 、25日 には北 部 のトラック運 転 手 団 体 が、トハ内 務 大 臣 と会 談 を行 い、平 和 的 抗 議 活

動 であ るた め、訴 訟 を 起 こさない ように 求 めたことに 対 し、チリ 政 府 はこれを 拒 否 し、交 渉

は決 裂 している。 

 

（１３） 再 生 可 能 エネ ルギ ー利 用 促 進 法 案 を 下 院 エネ ルギ ー委 員 会 が承 認 ：エネルギ ー

省 プレスリリース 

11月 30日 、エネルギー省 は、再 生 可 能 エネルギー利 用 促 進 法 案 が下 院 エネルギー委

員 会 で全 会 一 致 で承 認 された旨 のプレスリリースを発 出 した。 

 再 生 可 能 エネルギーの国 家 エネルギーマトリックスへの参 入 を促 進 する法 案 が、議 会 で

新 た な一 歩 を 踏 み出 した 。エネ ルギ ー省 が 提 示 した 、クリ ーンエ ネルギ ー発 電 のシ ェア 拡

大 を目 指 す構 想 は、下 院 エネルギー委 員 会 で全 会 一 致 で承 認 された。 

 パルドウ・エネルギー大 臣 は、この法 案 が概 ね承 認 されたことに満 足 している。これにより、

立 法 戦 略 を 前 進 させ ることができ る、また 、今 、我 々は、より 野 心 的 な割 当 と明 確 なル ー

ルで 努 力 を 倍 加 さ せ る こ とが でき る 時 期 を 迎 えて い る、 下 院 本 会 議 で 法 案 を 承 認 し 、 上

院 へ行 くことで年 を越 したいと考 えていると述 べた。 

 過 去 に「パ」大 臣 は、2030年 までに再 生 可 能 エネルギーを40％、時 間 帯 別 に30％という

世 界 目 標 を 設 定 するための指 標 を導 入 すること、また、再 生 可 能 エネルギーの比 率 を高

める一 方 で、小 規 模 な分 散 型 発 電 手 段 を配 電 システムに組 み込 むことを容 易 にするとも

述 べていた。 

 

（１４） CODELCO（チリ 銅 公 社 ）ベ ンタナ ス製 錬 所 の閉 鎖 に 向 け た 法 案 を 上 院 鉱 業 委 員

会 が承 認 ：報 道  
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12月 1日 当 地 紙 エルメルクリオは、上 院 鉱 業 委 員 会 において、CODELCO（チリ銅 公 社 ）

ベンタナス製 錬 所 の閉 鎖 に向 けた法 案 を全 会 一 致 で承 認 した旨 を報 じた。 

 11月 30日 、上 院 鉱 業 委 員 会 において、チリ政 府 が推 進 する、CODELCO（チリ銅 公 社 ）

ベンタナス製 錬 所 （以 下 、ベ製 錬 所 ）における、中 小 鉱 山 からの銅 精 鉱 を製 錬 するCODE

LCO（以 下 、同 社 ）の義 務 を解 除 しようとする法 案 が、重 要 な一 歩 を踏 み出 した。同 委 員

会 は、同 法 案 を 全 会 一 致 で承 認 し、これに より 同 社 は、近 年 環 境 問 題 で 一 連 の論 争 に

巻 き込 まれているベ製 錬 所 を閉 鎖 することができるようになる。 

 パチェコ同 社 会 長 （以 下 、パ会 長 ）は、引 き続 き 稼 働 する製 錬 所 がベ 製 錬 所 の購 買 力

を維 持 し、経 済 的 観 点 から鉱 山 会 社 にとってより魅 力 的 な銅 の加 工 先 を探 すことを担 当

することを念 頭 においている、また、ベ製 錬 所 は、同 社 にとって大 きな経 済 的 損 失 をもたら

しており、過 去 5年 間 で4億 4,300万 米 ドルに達 し、2021年 だけでも7,800万 米 ドルにのぼる

と述 べた。 

 エルナンド鉱 業 大 臣 も同 委 員 会 に参 加 し、同 社 のベ製 錬 所 の労 働 組 合 が積 極 的 に参

加 し、立 法 前 の委 員 会 を形 成 した。このプロジェクトの条 項 の多 くは、労 働 者 の懸 念 に応

えるために、特 に製 錬 所 の操 業 継 続 と再 編 が経 済 的 、社 会 的 、そしてもちろん環 境 の観

点 から、公 正 な社 会 生 態 学 的 処 置 を 通 じて実 施 されることを 保 証 するために 起 草 された

もので、この法 案 により、同 社 は他 の製 錬 所 で製 錬 ができるようになると付 言 。また、ENA

MI（チリ鉱 業 公 社 ）から搬 入 される鉱 石 は、今 後 も同 じ場 所 で行 うことを強 調 した。 

 なお、法 案 はこれから上 院 本 会 議 の審 査 を受 けなければならず、早 く可 決 されれば、同

社 の計 画 では、2023年 5月 末 にベ製 錬 所 の閉 鎖 が始 まることになっている。 

 

（１５） 政 策 金 利 の据 え置 き及 び金 融 政 策 報 告 書 の公 表 ：中 銀 発 表 及 び報 道  

12月 ６ 日 、 中 央 銀 行 が政 策 金 利 を 11 . 2 5 ％に 据 え 置 き 、7日 に これを 踏 まえた 金 融 政

策 報 告 書 を公 表 したところ、右 概 要 以 下 の通 り。 

＜政 策 金 利 の据 え置 き＞ 

中 央 銀 行 は、イ ンフレが安 定 的 に 低 下 を す るまで、現 行 水 準 で ある11 . 2 5％に 政 策 金

利 を据 え置 くとし、これにより、2021年 7月 から始 まった利 上 げサイクルが終 わりを告 げた。 

中 央 銀 行 は、2020年 にパンデミックによる需 要 の激 減 に対 応 するため、政 策 金 利 を理

論 上 の最 低 金 利 である0. 5％まで引 き下 げた後 、2021年 7月 にインフレ対 応 のため0.75％

へ引 き 上 げた。その後 、11会 合 連 続 で利 上 げを 続 け、本 年 10月 に11 . 25％まで引 き 上 げ

ていた。 

政 策 金 利 の据 え置 き とともに発 表 された 声 明 によると、世 界 経 済 については、イ ンフレ

高 止 まりを背 景 に各 国 が利 上 げに動 いた ことで、世 界 経 済 の成 長 見 込 みは下 方 修 正 さ

れている中 、長 期 金 利 は下 落 に転 換 し、世 界 的 にドル高 が是 正 される傾 向 にあり、原 油

価 格 は下 落 を始 め、銅 価 格 は上 昇 していると分 析 した。また、国 内 については、経 済 の調

整 が続 いており、投 資 は再 生 可 能 エネルギー投 資 の増 加 など特 殊 要 因 で足 元 では増 加

してい るが、ファ ンダメンタルズでは、今 後 投 資 が減 少 することを 示 唆 してい るとしてい ると

した 。また 、10月 の物 価 指 数 は、2ヶ 月 連 続 で前 の月 を 下 回 ってい るが、依 然 として非 常

に高 く、目 標 値 である3％への収 束 にはまだリスクが伴 うため、中 央 銀 行 は、マクロ経 済 の

状 況 によりこのインフレ低 下 プロセスが定 着 するまで、政 策 金 利 を11 .25%に維 持 すると宣

言 した。 
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エコノミスト の間 では、既 に 金 融 緩 和 のタイ ミングに 関 心 が移 って い る。12月 の物 価 指

数 が前 月 比 でマイナ スを 記 録 すれば、1月 にも利 下 げが行 われる可 能 性 があ るとの見 方

があるほか、世 界 経 済 の減 速 にともなう輸 入 コストの低 下 に より 来 年 第 2四 半 期 にインフ

レ率 は急 速 に 減 速 す ることが見 込 まれるた め、利 下 げは4月 以 降 に 開 始 されるとの 見 方

がある。 

＜金 融 政 策 報 告 書 の概 要 ＞ 

従 来 の見 込 み通 り、インフレ率 は、第 3四 半 期 にピークを迎 え、期 待 インフレ率 は2年 後

に3％を超 える水 準 で推 移 している。個 人 消 費 は、縮 小 が続 いているが、第 3四 半 期 の投

資 は、再 生 可 能 エネルギーなど特 定 のセクターで活 発 となり、これにより経 常 収 支 の赤 字

が拡 大 した。これまでの中 央 銀 行 による大 幅 な金 融 引 き締 めは、インフレ圧 力 の緩 やかな

緩 和 に寄 与 している。しかし、経 済 活 動 のギャップは、依 然 として高 く、インフレ率 も目 標 を

大 きく上 回 っており、いずれもチリ経 済 の調 整 過 程 がまだ完 了 していないことを意 味 してい

る。政 策 金 利 水 準 は 、マクロ経 済 情 勢 がイ ンフレ率 3％ 目 標 への 収 束 過 程 を 示 すまで こ

の水 準 を維 持 する。 

インフレの動 向 を分 析 すると、需 要 の後 退 により消 費 財 の価 格 は減 少 傾 向 にあり、原

材 料 価 格 （コスト要 因 ）も高 水 準 にあるが、上 昇 の勢 いは緩 和 され始 めている。世 界 的 な

輸 送 コストの低 下 、サプライチェーンのボトルネックの解 消 が進 んでおり、国 際 商 品 価 格 は

緩 和 傾 向 に あ り 、 直 近 の 企 業 意 識 調 査 では 、 為 替 レ ート の 変 動 と 水 準 が 依 然 と し て 懸

念 材 料 ではあ るものの、企 業 のコスト 増 はより 限 定 的 であ るとの 認 識 が広 がってい る。ま

た、ここ数 ヶ月 、名 目 為 替 レートはドル安 に動 いている。 

足 元 の経 済 は、総 固 定 資 本 形 成 は鉱 山 プロジェクトの最 終 段 階 に伴 うエンジニアリン

グ工 事 の影 響 、サービス支 出 の増 加 、バス輸 入 などの一 過 性 の要 因 で一 時 的 に増 加 し

ているものの、チリ国 内 経 済 は調 整 が続 い ている。投 資 の見 通 しは依 然 として弱 く。最 新

の資 本 財 調 査 は、 20 22 年 ～ 20 25 年 に か け て投 資 額 が 減 少 する こと が 示 されてお り 、 不

動 産 セクターの活 動 の低 さも際 立 ってい る。このように 景 気 に 対 する期 待 も依 然 として悲

観 的 であ る。しかし、ここ数 ヶ 月 、長 期 金 利 と現 地 の不 確 実 性 のレベ ルは低 下 して おり、

今 後 の投 資 行 動 を後 押 しする可 能 性 がある。 

雇 用 創 出 は、 停 滞 し 、実 質 賃 金 がほぼ 1 年 間 低 下 し 続 け てお り 、正 規 雇 用 の 減 少 が

顕 著 であ るが、そ れを 補 うように 非 正 規 雇 用 と自 営 業 の割 合 が増 加 してい る。企 業 や消

費 者 の雇 用 に対 する見 通 しは依 然 として弱 い状 態 にある。 

国 内 の銀 行 貸 出 は、供 給 が逼 迫 し、需 要 が限 定 的 であることから低 迷 している。貸 出

金 利 は、高 水 準 で推 移 しており、第 3四 半 期 の銀 行 信 用 調 査 によると、需 要 が逼 迫 する

中 、信 用 供 給 状 況 は厳 しさを増 している。 

インフレ率 は、経 済 の調 整 程 度 によるが、今 後 数 四 半 期 にわたって低 下 を続 け、2024

年 後 半 に は目 標 の3 ％に 収 束 すると 予 測 される。これに 比 べ、コア イ ンフレ率 はやや緩 や

かに低 下 し、2024年 末 には3％に達 すると予 測 される。2022年 末 から2023年 までのインフ

レ予 測 は、前 回 9月 の金 融 政 策 報 告 書 から若 干 上 方 修 正 し、本 年 末 の年 間 イ ンフレ率

は12 . 3％と予 測 （前 回 9月 時 点 では12％）し、2023年 のイ ンフレ率 は平 均 6 . 6％、同 年 末

は3.7％と予 測 （9月 はそれぞれ6.1％、3.3％）。 

他 方 、GDP は、2022年 に 2 . 4 %増 、2023年 に▲1 . 75～▲0 . 7 5%減 、2024年 に2～3%増 と

予 測 される。2023年 の消 費 と投 資 はマイ ナスが見 込 まれ、これは、労 働 市 場 の力 強 さの
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喪 失 、家 計 と企 業 の悲 観 的 な見 通 し、高 い実 質 為 替 レート、金 融 条 件 の厳 しさなどによ

るもの。経 常 収 支 の赤 字 は、貯 蓄 と投 資 のバランスの正 常 化 や輸 送 コストの低 下 により、

今 後 数 四 半 期 で改 善 すると見 込 まれる。 

今 後 の政 策 金 利 の動 きは、インフレ収 束 のスピードが想 定 シナ リオと比 べてどうなるか、

インフレの持 続 性 に依 存 する。インフレの持 続 性 が低 い（高 い）シナリオでは、金 融 緩 和 プ

ロセスが予 想 よりも進 む（遅 れる）可 能 性 がある。また、景 気 の調 整 速 度 も重 要 な要 素 で

あり 、世 界 経 済 の後 退 や家 計 や 企 業 の悲 観 的 な見 込 みから、より 早 い 経 済 調 整 に よる

政 策 金 利 の引 き 下 げを否 定 することはでき ない。また、直 近 の需 要 、特 に 投 資 が予 想 以

上 に活 発 であったことから、逆 のシナリオも否 定 できない。 

リ スクとし ては、 外 部 環 境 が 大 き な 懸 念 材 料 となってお り 、 金 融 環 境 の 大 幅 な 混 乱 や

対 外 モ メン タム の急 激 な悪 化 に つ ながる事 象 も 否 定 でき ない 。この場 合 、中 期 的 に は経

済 の 低 成 長 に より イ ンフレは 緩 和 される も のの、短 期 的 に は 世 界 的 なドル 高 ・イ ンフ レが

加 速 する可 能 性 がある。また、財 政 支 出 の調 整 を妨 げ、インフレに新 たな刺 激 を与 えるよ

うな措 置 は、さらなる金 融 引 き締 めの可 能 性 を高 めることとなる。 

 

 


